
令和 7 年 11 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

18.4人/ha

1箇所：本部町浄化センター

無（単独で終末処理を実施）

処 理 区 数 1処理区：本部処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

過去の広域化・共同化・最適化の実施事例はありません。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　本町の下水道使用料（一般家庭用）の体系は、基本使用料の中に月8m3までの基本水量を付した累進従量制を採用しています。累進区
分については、基本料金区分を含む3段階としています。　一般的な家庭が使用する段階においては、水洗化率を高める為にできる限りの
負担の軽減を図り、大量排水者については、資本費の増大要因としての側面も考慮して、累進度を高めています。
　下水道使用料体系を下表に示します。1ヶ月当たりの使用料は下記料金表で算定された金額に消費税が加算されます（1円未満の端数は
切り捨て）。なお、資産維持費は現在見込んでおりません。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　本町の下水道使用料（業務用）の体系は、基本使用料の中に月10m3までの基本水量を付した累進従量制を採用しています。累進区分に
ついては、基本料金区分を含む8段階としています。大量排水者については、資本費の増大要因としての側面も考慮して、累進度を高めて
います。
　下水道使用料体系を下表に示します。1ヶ月当たりの使用料は下記料金表で算定された金額に消費税が加算されます（1円未満の端数は
切り捨て）。なお、資産維持費は現在見込んでおりません。

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適用（一部適用）

本部町下水道事業経営戦略

昭和50年度（供用開始後50年）

本部町

公共下水道

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

種類・区分 汚水量 料金（1カ月あたり・外税）

基本料金 0m³～8m³ 560円

超過使用料金 9m³～40m 65円

（1m³につき） 41m³～ 70円

種類・区分 汚水量 料金（1カ月あたり・外税）

基本料金 0m³～10m³ 900円

超過使用料金 11m³～50m³ 100円

（1m³につき） 51m³～100m³ 110円

101m³～200m³ 125円

201m³～350m³ 140円

351m³～550m³ 155円

551m³～800m³ 170円

801m³～ 195円



1,474 円 2,545 円

1,474 円 2,193 円

1,474 円 2,394 円

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　本町の下水道使用料（その他）の体系は下表のとおり1m3毎に計算される従量制です。1ヶ月当たりの使用料は下記料金表で算定された
金額に消費税が加算されます（1円未満の端数は切り捨て）。なお、資産維持費は現在見込んでおりません。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和4年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和4年度

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

職 員 数 3名体制（損益勘定所属職員　1名、　資本勘定所属職員　2名）

該当事項は無し。今後の経営状況を踏まえ、必要に応じて検討を行います。

該当事項は無し。今後の経営状況を踏まえ、必要に応じて検討を行います。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当事項は無し。今後の経営状況を踏まえ、必要に応じて検討を行います。

該当事項は無し。今後の経営状況を踏まえ、必要に応じて検討を行います。

 イ　指定管理者制度

マンホールポンプ及び処理場施設の維持管理について、民間委託により実施していま
す。

民 間 活 用 の 状 況

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和5年度 令和5年度

令和6年度 令和6年度

種類・区分 汚水量 料金（1カ月あたり・外税）

基本料金（1m³につき） 0m³～ 100円

町長 上下水道課
業務班

施設班

「経営分析表」は、別紙を参照

経営の健全性・効率性について、収益的収支比率や経費回収率の令和5年度値が前年度を下回っているのは、令和6年度より公営企業会計に移行するため、打ち切り決算によ

る出納整理期間（4月～5月）の使用料収入が反映されなかったことが要因と考えられます。汚水処理原価と水洗化率は類似団体よりも低く、施設利用率は類似団体よりも高いた

め、収益的収支比率や経費回収率を改善するためには水洗化率の向上に努めることが重要と考えます。

老朽化の状況について、補助金削減の影響を受け、管渠改善率が大きく低下しています。本部町公共下水道ストックマネジメント計画（※本年度見直し中）に基づき、継続して

改築を進めたいと考えています。



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

処理区域内人口の予測

有収水量の予測

使用料収入の見通し

　使用料収入は年度によって変動はありますが、全体として増加傾向にあります。但し、令和5年度は公営企業会計への移行前年度で打切決算を行っていることの影響です。しか
し、今後は行政人口の減少から、処理区域内人口の減少等により、年間有収水量が減少し、比例して使用料収入も減少していくことが想定されます。なお、水洗化率を漸増させる
計画ですので、使用料収入の減少幅を少しでも鈍化させるよう尽力します。
　前述で設定した有収水量に使用料単価（令和6年度実績）を乗じて、将来の使用料収入を設定しました。

施設の見通し

組織の見通し

年度によって処理水量の増減はあるものの、近5ヶ年実績として、有収水量は増加傾向にあります。しかし、今後は処理区域内人口の減少に伴い、年間有収水量が減少してい

くと考えられます。年間有収水量の予測値は、設定した将来の処理区域内人口を基に、町で設定した将来の水洗化率（汚水処理構想や事業計画を参考）を乗じて水洗化人口

を設定しました。

「水洗化人口＝処理区域内人口×水洗化率」

また、有収水量については、次式で算定しました。

「将来の年間有収水量＝水洗化人口×水洗化人口１人あたり有収水量（令和6年度実績値）」

処理区域内人口は減少傾向にあり今後も同様の傾向を示すと考えられます。令和6年度に本部町公共下水道事業全体計画を見直しており、全体計画の目標年次（令和27年

度）の処理区域内人口と整合はかりました。その結果、処理区域内人口は毎年度約60名ほど減少していく予測です。

上下水道課として、損益勘定所属職員2名、資本勘定所属職員1名で運営しており、今後も現体制が続く見通しです。少ない人数で効率的に業務を進めるために、業務の見え

る化、共有化を図っていきます。

今後も引き続き整備区域拡大のため、管路整備を進めていく必要があります。 また、終末処理場や汚水ポンプ場は供用開始後、50年程度経過しており、施設の老朽化が進

んでいます。このため、計画的な改築・更新による延命化を図るため、ストックマネジメント計画に基づき、水処理施設の改築・更新を実施しています。 今後数年は、改築・更新

により、膨大な費用がかかることが見込まれるため、効率的に整備を進めていくことが必要です。



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

目 標

目 標

令和8年度～令和17年度の10年間での投資・財政計画で計上した建設改良費としての投資内容は以下の通りです。

■建設改良費

・管渠整備 1,164,000 千円

・処理場及びポンプ場の改築更新費

・土木建築 5,175,000 千円

・機械電気 5,242,000 千円

・総額 11,581,000 千円

※ベースとなる投資内容を作成し、下水道工事に関する建設工事デフレーターとして年率約4.8％を計画期間に反映しました。

事業費を計画的に見込み、管渠整備を進めること、計画的な改築・更新を目指すことを目標とします。

令和8年度～令和17年度の10年間での投資・財政計画で計上した主な財源内容は以下の通りです。

■建設改良費に対する財源

・国（都道府県）補助金 7,505,000 千円

・企業債 3,669,000 千円

・一般会計繰入金 407,000 千円

・総額 11,581,000 千円

■維持管理費に対する財源

・使用料収入 1,546,716 千円

・長期前受入金戻入額 3,019,716 千円

・一般会計繰入金 2,467,668 千円

人口減少による下水道使用料収入の減少が予想されます。また、一般会計からの繰入金を減少させるために、補助事業を活用

します。また、下水道使用料の改定を検討します。

令和8年度～令和17年度の10年間での投資・財政計画で計上した投資以外の主な経費について以下の通りです。

・管渠費 44,908 千円

・ポンプ場費 114,235 千円

・処理場費 1,441,960 千円

・総係費 385,000 千円

・減価償却費 4,448,939 千円

・総額 6,435,041 千円

※動力費、修繕費、材料費の物価上昇率について、「中長期の経済財政に関する試算（内閣府）」の資料を参考に計画期間に反映しました。

本部町では、供用開始後50年を経過していることから、施設の改築更新、管渠の改築更新が必要となってきます。また、新設の管渠整備も計画しています。このため、全体計

画やストックマネジメント計画をもとに、長期的なスパンで更新費用を算出し、効率的な投資を進めていきます。また、処理場等の改築更新に伴い財源の一部として起債を充当し

ていく必要があること、一般会計からの繰り入れが多いこと及び人口減少による使用料収入の減少等の課題を踏まえ、下水道事業の経営の健全化のため、適正な収入の確保を

目指すことを基本方針とします。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

現在予定していませんが、必要に応じて検討を実施します。

収支予測では使用料が減少し、一般会計からの繰入金を継続して充当しなければならない状況で
す。このため、下水道使用料改定の検討を進めていく予定です。使用料の見直しに関する事項

現在予定していませんが、必要に応じて検討を実施します。

現在予定していませんが、必要に応じて検討を実施します。

投資を平準化するため、ストックマネジメント計画をもとに計画的に実施します。

県の広域化・共同化計画に基づき、災害時対応の広域化等を適時、検討します。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

職員給与費に関する事項
施設維持管理業務の民間委託等により、組織の効率化と経費の節減を図ります。一方で、職員の技
術力向上や運営体制を引き続き安定させる必要性も考慮し、職員体制に留意します。

動力費に関する事項 維持管理業務を委託している民間業者を通じて、動力費削減の可能性を検討します。

修繕費に関する事項 収支計画に対する今後の実績を踏まえ、必要に応じて検討を実施します。

委託費に関する事項 維持管理業務等の委託について、業務内容の見直しや適正化、効率的な手法等、必要に応じて検
討を行います。

その他の取組 該当事項はありません。今後の経営状況を踏まえ、必要に応じて検討を行います。

薬品費に関する事項 維持管理業務を委託している民間業者を通じて、薬品費削減の可能性を検討します。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

処理場等の維持管理業務を民間業者等に委託しております。さらなる民間活力の活用に向けて、委
託内容の拡大といった見直しを適宜行っていきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 現在予定していませんが、必要に応じて検討を実施します。



５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

下表に示す経費回収率向上に向けたロードマップを基に、毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、５年ごとに経営
戦略の見直し（ローリング）を行うことにより、PDCAサイクルを効果的に回して、本経営戦略の事後検証、更新を行っ
ていきます。

また、少なくとも5年に1回の頻度で下水道使用料の改定の必要性に関する検証を実施します。
▼中間年度 ▼最終年度

項目 R08 R09 R10 R11 R12* R13 R14 R15 R16 R17

経営戦略 計画期間

進捗管理（モニタリング）

見直し（ローリング） ● ●

計画期間（見直し後）

使用料改定の必要性に関する検証 ● ●

経営戦略ロードマップ見直し ● ●

経営改善 区域拡大及び管渠整備

の取組み 広報への掲載 下水道接続促進をPRする内容を掲載（年１回、継続）

認知向上 マンホールカード作成、配布（不定期、新規）

供用開始区域の周知 ポスティング等（随時）

業績指標 水洗化率 88%以上 93%以上

（目標） 経費回収率 74％以上 76％以上

経常収支比率 100%以上 100%以上

＊中間年度の業績指標（目標）をベンチマークとし、達成状況に応じて、経営戦略見直し時に経営改善の取組み内容などを再検討する。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和7年度

１． (A) 147,498 156,938 143,819 155,619 155,152 154,952 153,884 153,172 153,861 154,974 155,174 155,686
(1) 140,374 156,882 143,636 155,419 154,952 154,752 153,684 152,972 153,661 154,774 154,974 155,486
(2) (B) 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 7,124 55 183 200 200 200 200 200 200 200 200 200

２． 146,018 428,211 458,016 360,140 385,900 414,227 453,563 573,489 670,079 667,869 661,078 652,389
(1) 146,008 82,190 81,991 161,090 178,380 189,295 209,561 262,944 298,602 296,562 293,415 289,827

146,008 78,590 56,503 161,090 178,380 189,295 209,561 262,944 298,602 296,562 293,415 289,827
0 3,600 25,488 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 0 254,611 254,612 199,051 207,521 224,932 244,002 310,545 371,477 371,308 367,663 362,562
(3) 10 91,410 121,413 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 293,516 585,149 601,835 515,759 541,052 569,179 607,447 726,661 823,940 822,843 816,252 808,075
１． 179,351 490,822 567,064 494,901 508,445 531,225 558,576 655,800 743,068 743,278 738,261 731,605
(1) 0 13,385 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 7,650 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 5,735 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 179,351 131,418 221,045 197,934 198,084 198,234 198,385 198,535 198,685 198,836 198,986 199,136
26,247 33,170 34,331 33,800 33,800 33,800 33,800 33,800 33,800 33,800 33,800 33,800
39,419 7,548 7,500 7,605 7,673 7,740 7,808 7,875 7,943 8,010 8,078 8,145

915 1,063 5,709 3,448 3,478 3,509 3,539 3,570 3,601 3,631 3,662 3,692
112,770 89,637 173,505 153,081 153,133 153,186 153,238 153,290 153,342 153,394 153,447 153,499

(3) 0 346,019 346,019 296,967 310,361 332,991 360,191 457,265 544,383 544,442 539,275 532,469
２． 11,206 16,010 14,904 20,859 32,607 37,954 48,871 70,861 80,872 79,565 77,992 76,470
(1) 11,206 9,250 9,402 14,759 26,507 31,854 42,771 64,761 74,772 73,465 71,892 70,370
(2) 0 6,760 5,502 6,100 6,100 6,100 6,100 6,100 6,100 6,100 6,100 6,100

(D) 190,557 506,832 581,968 515,759 541,052 569,179 607,447 726,661 823,940 822,843 816,252 808,075
(E) 102,959 78,317 19,867 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(F) 0 1,365 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 1,365 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

102,959 79,682 19,869 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(I) 0 79,682 99,552 99,552 99,552 99,552 99,552 99,552 99,552 99,552 99,552 99,552
(J) 245,885 276,266 299,337 318,502 334,808 350,928 372,763 402,438 443,823 485,401 527,100 568,078

53,913 253,485 266,281 242,880 255,781 263,999 278,721 319,113 346,987 346,276 344,016 341,657
(K) 310,878 338,072 323,580 324,751 332,536 337,938 340,355 363,045 377,521 377,556 375,913 374,929

91,062 89,800 77,580 78,751 86,536 91,938 94,355 117,045 131,521 131,556 129,913 128,929
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

218,241 246,422 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000
( I ) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A)-(B)

(L)

(M) 147,498 156,937 143,819 155,619 155,152 154,952 153,884 153,172 153,861 154,974 155,174 155,686

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

令和8年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和7年度

１． 0 85,600 304,005 650,000 340,000 624,000 1,190,000 614,000 59,000 45,000 47,000 49,000

0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 26,593 93,973 20,979 74,000 38,000 69,000 131,000 67,000 7,000 5,000 5,000 5,000

４． 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 24,000 128,614 433,002 1,332,000 737,000 1,265,000 2,419,000 1,334,000 99,000 74,000 78,000 81,000

７． 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 50,593 308,187 757,994 2,056,000 1,115,000 1,958,000 3,740,000 2,015,000 165,000 124,000 130,000 135,000

(B)

(C) 50,593 308,187 757,994 2,056,000 1,115,000 1,958,000 3,740,000 2,015,000 165,000 124,000 130,000 135,000

１． 50,593 227,370 768,616 2,056,000 1,115,000 1,958,000 3,740,000 2,015,000 165,000 124,000 130,000 135,000

6,879 8,347 8,749 8,700 8,700 8,700 8,700 8,700 8,700 8,700 8,700 8,700

２． 122,646 91,949 77,579 78,751 86,536 91,938 94,355 117,045 131,521 131,556 129,913 128,929

３． 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 173,239 319,319 846,197 2,134,751 1,201,536 2,049,938 3,834,355 2,132,045 296,521 255,556 259,913 263,929

(E) 122,646 11,132 88,203 78,751 86,536 91,938 94,355 117,045 131,521 131,556 129,913 128,929

１． 0 11,132 88,203 78,751 86,536 91,938 94,355 117,045 131,521 131,556 129,913 128,929

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３．

４． 122,646 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 122,646 11,132 88,203 78,751 86,536 91,938 94,355 117,045 131,521 131,556 129,913 128,929

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 403,728 397,379 623,801 1,195,050 1,448,515 1,980,576 3,076,222 3,573,177 3,500,657 3,414,100 3,331,188 3,251,259

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

153,015 78,590 183,519 161,090 178,380 189,295 209,561 262,944 298,602 296,562 293,415 289,827

123,174 58,528 100,809 112,675 129,347 139,913 158,960 211,481 247,678 246,600 243,503 240,277

29,841 20,062 82,710 48,415 49,032 49,382 50,601 51,463 50,924 49,962 49,912 49,550

26,593 93,973 32,000 74,000 38,000 69,000 131,000 67,000 7,000 5,000 5,000 5,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26,593 93,973 32,000 74,000 38,000 69,000 131,000 67,000 7,000 5,000 5,000 5,000

179,608 172,563 215,519 235,090 216,380 258,295 340,561 329,944 305,602 301,562 298,415 294,827

令和16年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

計

そ の 他

令和13年度 令和14年度 令和15年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度


